
第１回 農業委員会委員の定数等検討委員会 

 

と き：平成１５年１２月２１日（日） 

                   午後１時３０分～ 

ところ：築館合同庁舎２階第５会議室 

 

 

次       第 

 

 

○ 委嘱状交付 

 

１ 開   会 

 

２ 挨   拶   栗原地域合併協議会長 

 

３ 役員の選出 

        委 員 長（          ） 

        

        副委員長（          ） 

 

４ 案   件 

 

１） 委員会開催スケジュールについて 

 

 

２）農業委員会委員の定数等の検討について 

 

 

３）その他 

 

 

 

４ 閉   会 



農業委員会委員の定数等検討委員会委員名簿 
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農業委員会委員の定数等検討委員会規程 
 
 （趣旨） 
第１条 この規程は、栗原地域合併協議会規約第１２条の規定に基づき、農業委員会委員の
定数等に関する検討委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項
を定めるものとする。 
 
 （所掌事務） 
第２条 委員会は、協議会の求めに応じ、合併後の農業委員会委員の定数等について必要な
調査、検討を行い提言する。 
 
 （組織等） 
第３条 委員会の委員は、次に掲げる者をもって組織し、会長が委嘱する。 
 （１）関係町村の農業委員会会長１０名 
 （２）合併協議会規約第７条第１項第２号委員５名 
 （３）合併協議会規約第７条第１項第３号委員５名 
２ 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
３ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 
 
 （任期） 
第４条 委員の任期は、委嘱の日から提言がなされた日までとする。 
 
 （委員長等の職務） 
第５条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 
 （会議） 
第６条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長がその議長となる。 
 
 （報酬及び費用弁償） 
第７条 委員会の委員は、報酬及びその職務を行うために要する費用弁償を受けることがで
きる。 
２ 前項に定める報酬及び費用弁償の額並びに支給方法については、栗原地域合併協議会委
員等の報酬及び費用弁償に関する規程を準用するものとする。 
 
 （関係者の出席） 
第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見等を
求めることができる。 
 
 （庶務） 
第９条 委員会の庶務は、事務局において処理する。 
 
 （委任） 
第１０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議
に諮って定める。 
 
 附 則 

 この規程は、平成１５年１１月２０日から施行する。 
 



農業委員会委員の定数等検討委員会スケジュール 
平成１５年１２月２１日現在 

 

合併協議会 

附属機関の設置決定 
第６回（１０月３０日） 
付託：委員定数・選挙区設置 

農業委員会委員の定数等検討委員会 

第１回委員会 
１２月２１日（日）13：30 
委嘱状の交付 
協議事項 
委員長・副委員長の選出、

選挙による委員定数等の検

討（委員定数・選挙区設置

について）、資料説明   

第２回委員会 
１月  日（ ）  ： 
協議事項 
選挙による委員定数及び選

挙区設置について     

第３回委員会 
１月  日（ ）  ： 
協議事項 
 選挙による委員定数及び

選挙区設置について    

協議結果報告・提言 協議会長 

第１２回協議会に報告 
２月５日 

第１３回協議会決定 
２月２６日 

協議第１６号 
農業委員会の委員の定数及び任期の取扱

いについて 
平成１５年１０月９日 
栗原地域合併協議会長 

（調整内容） 
 １０町村の農業委員会は、平成１７年７

月１９日までは、農業委員会等に関する法

律第３４条第１項の規定を適用し、新市の

農業委員会として存続する。 
 その後１つの委員会を置き、選挙による

委員の定数については４０人以内とする。 
 なお、選挙による委員定数及び選挙区設

置については、附属機関に付託し、協議会

で決定する。 



項　　　目 築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村 計

１.農業委員の定数

　　委員の構成 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数 　　定数　　　現在数

　・選挙による委員 　　１０　　　　１０ 　  １２　　　　１１ 　  １２　　　　１２ 　　１０　　　　１０ 　　１０　　　　１０ 　  １２　　　　１２ 　　１０　　　　１０ 　　１０　　　　１０ 　  １２　　　　１２ 　　１０　　　　１０ 　１０８　　　１０７

　・法１２条１号委員 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　　２　　　　　２ 　　２０　　　　２０

　・法１２条２号委員 　　　５　　　　　２ 　　　５　　　　　２ 　　　５　　　　　１ 　　　５　　　　　１ 　　　５　　　　　１ 　　　５　　　　　１ 　　　５　　　　　１ 　　　５　　　　　２ 　　　５　　　　　２ 　　　５　　　　　１ 　　５０　　　　１４

計 　  １７　　　　１４ 　　１９　　　　１５ 　　１９　　　　１５ 　　１７　　　　１３ 　　１７　　　　１３ 　　１９　　　　１５ 　　１７　　　　１３ 　  １７　　　　１４ 　　１９　　　　１６ 　　１７　　　　１３ 　１７８　　　１４１

２.農業委員会委員の任期

　・改選日 平成１４年７月２０日 平成１４年７月２０日 平成１４年７月２０日 平成１４年７月２０日 平成１３年４月　１日 平成１４年７月２０日 平成１４年７月２０日 平成１５年４月　１日 平成１４年７月２０日 平成１４年７月２０日

　・任期満了日 平成１７年７月１９日 平成１７年７月１９日 平成１７年７月１９日 平成１７年７月１９日 平成１６年３月３１日 平成１７年７月１９日 平成１７年７月１９日 平成１８年３月３１日 平成１７年７月１９日 平成１７年７月１９日

３.農業委員会選挙委員
　 の定数基準

　・区域面積（ha) ６，３６９ ５，２５６ ２４，４３６ ２，３４５ ８，７５８ ２，９２８ ３，７２３ ７，８４５ ３，０８８ １５，８９０ ８０，６３８

　・農地面積（ha) ２，２８０ ２，７３０ 　３，４６０ １，０８０ ２，４３０ １，４００ 　　６１４ ２，３００ ２，０６０ 　　　４３１ １８，７８５

　・基準農業者数
　（１０a以上耕作者）

　　選挙人名簿登録世帯
数

１，３１０ １，６９７ 　２，０８０ 　　６５０ １，４２８ 　　５８８ 　　４３４ １，３１４ １，１４５ 　　　２７８ １０，９２４

　　農業生産法人数 　　　　１ 　　　　０ 　　　　　５ 　　　　１ 　　　　３ 　　　　０ 　　　　０ 　　　　１ 　　　　１ 　　　　　０ 　　　　１２

　　基準農業者数計 １，３１１ １，６９７ 　２，０８５ 　　６５１ １，４３１ 　　５８８ 　　４３４ １，３１５ １，１４６ 　　　２７８ １０，９３６

　・被選挙人人数 ３，６６４ ４，２８０ 　５，２０３ １，７２９ ３，５１６ １，７１３ １，３９７ ３，９６４ ２，８２５ 　　　７５６ ２９，０４７

農地面積：宮城県農林水産統計年報（平成１４年）　　基準農業者数：各町村農業委員会調べ

　栗 原 郡 内 １０ 町 村 の 現 況

　農業委員会委員の定数等検討委員会資料



農業委員会委員の定数等検討委員会資料 

 

〔農業委員会の設置〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

 （境界の変更の場合の特例） 

第３４条 市町村の廃置分合が行われる場合において、新たに設置された市町村に置かれる農業委

員会の区域が、従前の市町村に設置された農業委員会の区域をその区域とすることとなるときは、

当該農業委員会は、当該市町村の農業委員会となって存続するものとし、従前の農業委員会の委

員及び職員は、引き続きその存続する農業委員会の委員及び職員となるものとする。 

 

〔選挙による委員の定数〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

  （選挙による委員） 

第７条 農業委員会の選挙による委員は、被選挙権を有する者について、選挙権を有する者が選挙

するものとし、その定数は、政令で定める基準に従い、１０人から４０人までの間で条例で定め

る。 

２ 前項の委員の定数の変更は、一般選挙の場合でなければ行うことができない。 

 

○ 農業委員会等に関する法律施行令（抜粋） 

 （選挙による委員の定数の基準） 

第２条の２ 農業委員会の選挙による委員の定数の基準は、下記に掲げる区分に応じ、それぞれ右

欄に掲げるとおりとする。 

区 分 定数の基準 

 

１ 

（１） その区域内の農地面積が１，３００ヘクタール以下の農業委員会 

（２）１０アール（北海道にあっては、３０アール）以上の農地につき耕

作の業務を営む個人のその区域内における世帯数及びその面積以上の

農地につき耕作の業務を営むその区域内に住所を有する農業生産法人

（農地法第２条第７項に規定する農業生産法人をいう。以下同じ。）の

数の合計数(以下｢基準農業者数｣という。)が１，１００以下の農業委員会 

 

２０人以下 

２ １の項及び３の項に掲げる農業委員会以外の農業委員会 ３０人以下 

３ 
その区域内の農地面積が５，０００ヘクタールを超え、かつ、基準農業者

数が６，０００を越える農業委員会 
４０人以下 

 

〔選挙権、被選挙権〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

   （委員の選挙権、被選挙権等） 

 第８条 農業委員会の区域内に住所を有する下記に掲げる者で年齢２０年以上のものは、当該農業

委員会の選挙による委員の選挙権及び被選挙権を有する。 

一 都府県にあっては１０アール、北海道にあっては３０アール以上の農地につき耕作の業務を

営む者 

二 前号の者の同居の親族又はその配偶者（その耕作に従事する日数が農林水産省令で定める日

数に達しないと農業委員会が認めた者を除く。）  

三 第一号に規定する面積の農地につき耕作の業務を営む農業生産法人（農地法第二条第七項に

規定する農業生産法人をいう。）の組合員、社員又は株主（その耕作に従事する日数が前号の

農林水産省令で定める日数に達しないと農業委員会が認めた者を除く。） 

 

 

２ 前項の年齢は、選挙権については選挙人名簿確定の期日、被選挙権については選挙の期日によ

り算定する。 

 ３ 第一項第一号の農地の面積は、土地登記簿の地積のある農地にあっては、当該地積（農業委員

会が当該地積を著しく不相当と認め、別段の面積を定めたときは、その面積）とし、土地登記簿

の地積のない農地にあっては、農業委員会が定めた面積とする。 

 

〔選挙以外の委員〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

  （選任による委員） 

第１２条 市町村長は、選挙による委員のほか、次の各号に掲げる者を委員として選任しなければ

ならない。 

  一 農林水産省令で定める農業協同組合及び農業共済組合が組合ごとに推薦した理事(経営管理

委員を置く農業協同組合にあっては、理事又は経営管理委員)各１人 

  二 当該市町村の議会が推薦した農業委員会の所掌に属する事項につき学識経験を有する者５

人以内 

 

〔選挙区〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

 （選挙の単位） 

第１０条の２ 農業委員会の選挙による委員は、その農業委員会の区域において選挙する。 

２ 市町村長は、農業委員会の選挙による委員の選挙につき、特に必要があると認めたときは、前

項の規定にかかわらず、政令で定める基準に従い、条例で、当該農業委員会の区域を分けて２以

上の選挙区を設けることができる。 

３ 前項の場合において、各選挙区において選挙すべき農業委員会の委員の定数は、おおむね選挙

人の数に比例して、条例で定めなければならない。 

４ 第２項の規定により農業委員会の委員の選挙につき選挙区が設けられた場合において、選挙人

の所属の選挙区は、その住所による。 

 

○ 農業委員会等に関する法律施行令（抜粋） 

  （選挙区の基準） 

第５条 法第１０条の２第２項の規定により農業委員会の区域を分けて２以上の選挙区を設ける

場合には、その分けて設けられるすべての選挙区につき、その区域内の農地面積が５００ヘクタ

ール以上となるか、又は基準農業者数が６００以上となるようにしなければならない。 

 

〔任期〕 

○ 農業委員会等に関する法律（抜粋） 

  （委員の任期） 

第１５条 選挙による委員の任期は、３年とし、一般選挙の日から起算する。但し、任期満了によ

る一般選挙が農業委員会の委員の任期満了の日前に行われた場合において、前任の委員が任期満

了の日まで在任したときは前任者の任期満了の日の翌日から、選挙の期日後に前任の委員がすべ

てなくなったときはそのなくなった日の翌日から、それぞれ起算する。 

４ 第１２条の規定により選任された委員は、一般選挙により選挙された委員の任期満了の日（選

挙された委員の全員がすべてなくなったときは、そのなくなった日）まで在任する。 

 


